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普通会計決算状況とは、毎年度総務省が全国の自治体の財政状

況を一律に比較するために調査するものです。

この数値をもって全国の自治体の財政状況を比較することができ

ます。



１　過去１０年間の歳入決算推移

　地方の権限・責任を拡大して地方分権を一層推進することを目的とした「三位一体の改革」により、
国庫補助負担金改革、国から地方への税源移譲、地方交付税の見直しが進められており、地方財政
が大きな転換期を迎えている状況にあります。

　市税は減尐傾向にありましたが、平成17年度から、景気の回復や税制改正などの影響によって増
加傾向に転じました。
　特に平成19年度は、国税である所得税から個人市民税への税源移譲や定率減税の廃止といった
大きな税制改正が実施され、平成18年度と比較して8.1％の増となりました。平成20年度は平成19年
度と比較して、2.7％、6億9千932万7円の増額となっております。

　しかしながら、平成20年後半からの100年に一度と言われる不況による昨今の景気低迷を鑑みる
と、市税をはじめ地方交付税や各種交付金などの平成21年度以降の収入見込みは、大変厳しいもの
になると推察されます。

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

市債 3,597,500 4,483,400 4,287,677 5,185,677 4,707,800 3,989,200 3,210,600 2,338,600 2,480,655 2,574,894 

地方消費税等 2,941,807 3,659,646 3,681,971 2,966,659 3,035,853 3,473,785 3,695,438 4,058,085 2,451,672 2,302,258 

国県支出金 4,263,775 6,648,215 5,154,433 3,692,909 3,937,641 3,991,385 4,059,549 3,691,133 4,364,915 4,957,233 

地方交付税 3,909,338 4,330,444 3,700,612 3,598,329 2,958,543 2,744,319 2,793,455 1,921,060 1,618,069 1,412,881 

繰入金 1,468,992 2,517,255 2,554,371 1,740,094 1,446,104 1,400,276 1,336,496 1,428,280 2,566,053 1,555,514 

使用料・財産収入等 6,959,162 4,949,709 4,147,812 5,295,392 4,158,435 5,219,436 5,007,270 5,292,876 5,461,693 5,266,523 

市税 24,800,210 23,949,019 24,194,997 23,508,666 22,606,874 22,353,155 23,162,001 23,862,033 25,786,033 26,485,360 

計 47,940,784 50,537,688 47,721,873 45,987,726 42,851,250 43,171,556 43,264,809 42,592,067 44,729,090 44,554,663
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２　過去１０年間の市税収入の推移（項目別）

　平成20年度より市税のコンビニ収納やマルチペイメントを導入し、市税を納めていただきやすい環
境づくりを進めております。今後とも未利用地の有効活用による課税客体（個人市民税・法人市民税・
固定資産税）の増を図ることが重要と考えます。

　市税収入は収入全体の約6割を占めるものです。「自立したまちづくり」を進めるためには、自主財
源の柱である市税収入の確保が大きな課題となります。
（自主財源比率  H19年度 75.6%　→　H20年度 74.8%　）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

その他の市税 3,140,006 3,077,414 3,110,867 3,052,659 3,134,087 3,000,016 2,979,185 2,909,427 2,941,348 2,964,723

固定資産税 9,840,360 9,494,807 9,662,626 9,528,892 9,026,167 9,259,351 9,312,016 8,982,407 9,278,308 9,564,687

法人市民税 1,112,907 1,367,640 1,533,294 1,137,778 1,088,597 1,238,785 1,614,562 1,721,334 1,710,906 1,954,142

個人市民税 10,706,937 10,009,158 9,888,210 9,789,337 9,358,023 8,855,003 9,256,238 10,248,865 11,855,471 12,001,808

計 24,800,210 23,949,019 24,194,997 23,508,666 22,606,874 22,353,155 23,162,001 23,862,033 25,786,033 26,485,360 
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３　過去１０年間の市民税収入の推移（納税義務者）

　65歳以上人口の伸びと同じくして、普通徴収納税義務者が増加しています。まさしく給与所得者が
年金所得者に転じていることを表しています。

　一人あたりの税額は、納税義務者の区分なく年〄減ってきていましたが、17年度以降は景気の回
復や税制改正などの影響により、増となっています。

　18年度に行われた非課税基準の見直しなどの税制改正によって普通徴収納税義務者が増加して
います。
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４　過去１０年間の歳出決算推移

　扶助費は12年度に介護保険制度が開始されたことにより大幅減となりましたが、その後、生活保護
費の急増、児童手当の制度改正(受給者の対象所得制限拡大、対象者拡大)により上昇しています。
　平成20年度については、障害者自立支援給付費や生活保護費がさらに増大したことなどにより増
加しました。

　普通建設事業はその年に行う工事によって大きな増減幅があります。12年度が突出しているのは、
芝園新清掃工場建設事業があったためです。
　平成20年度については、小中学校大規模改造事業や高等学校防災対策事業、さらに消防車両等
整備事業により増加しました。

　平成18年度に集計方法を変更したため、17年度までと比較すると人件費（職員給与等）が大きく減
尐し、物件費が増加しています。
　平成20年度の人件費については、職員給与等は退職者不補充や新規採用の抑制などにより引続
き減尐となっています。物件費は、原油の高騰などにより光熱水費燃料費が増加するとともに、芝園
清掃工場のコークスの値上がりやコミュニティバス実証運行の通年実施により増加しました。

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

その他の支出 3,889,369 2,388,411 2,046,921 2,336,945 1,721,290 1,947,539 2,017,189 2,016,083 3,151,387 2,474,812 

普通建設事業費 9,070,489 12,974,343 8,804,938 7,509,291 4,959,125 5,087,897 4,046,026 4,049,044 4,500,775 5,126,590 

繰出金 4,163,982 4,626,968 5,194,725 5,366,817 5,045,170 5,172,315 4,902,476 5,163,646 5,184,549 5,042,045 

物件費 7,119,107 7,593,329 7,692,092 7,476,771 7,718,414 7,488,896 7,487,238 8,487,294 8,705,456 8,950,951 

公債費 4,146,572 4,125,184 4,356,933 4,177,273 3,858,242 4,019,909 4,254,663 4,474,582 4,558,277 4,698,934 

扶助費 2,918,218 2,152,032 2,450,387 2,766,213 3,459,233 3,724,444 3,795,712 4,083,673 4,615,976 4,917,608 

人件費（退職手当） 960,866 1,146,578 1,300,399 1,346,842 1,549,105 1,232,647 1,628,033 1,390,832 1,604,299 1,380,706 

〃 （職員給与等） 13,874,333 13,686,938 13,688,398 13,197,084 12,902,569 12,787,779 12,545,149 10,972,643 10,817,568 10,533,628 

計 46,142,936 48,693,783 45,534,793 44,177,236 41,213,148 41,461,426 40,676,486 40,637,797 43,138,287 43,125,274 
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５　過去１０年間の扶助費の推移

　増加傾向の主なものは、
　　　障害者福祉費 Ｈ２０ Ｈ１９ 伸び （単位：千円）

障害者自立支援費 601,150 482,031 119,119
　利用者数の増により増加しています。

Ｈ２０ Ｈ１９ 伸び
　　　生活保護費 1,855,760 1,778,379 77,381

　生活保護費の伸びは、社会・経済の影響による増と考えられます。

　　　児童福祉費 Ｈ２０ Ｈ１９ 伸び （単位：千円）
児童手当支給 990,910 945,635 45,275
　対象者数の増により増加しています。

　扶助費は伸び続けていましたが、12年度に老人福祉費の多くが介護保険制度へ移行されたことに
より大幅な減（その分は、介護保険特別会計への繰出金に振り替わっています。）となりました。
　しかし、その後の景気低迷の影響や子育て支援の拡充などにより増加しています。

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

その他 40,744 47,873 52,459 51,341 55,518 59,864 66,153 65,355 67,966 65,188

生活保護費 917,579 897,894 1,056,656 1,185,309 1,528,243 1,618,802 1,684,227 1,740,177 1,778,492 1,855,874

児童福祉費 181,414 325,144 460,303 640,319 936,007 1,092,970 1,143,531 1,329,794 1,659,691 1,723,264

老人福祉費 1,014,178 183,093 186,484 180,404 193,162 144,337 81,284 124,026 112,071 114,219

社会福祉費 764,303 698,028 694,485 708,840 746,303 808,471 820,517 824,321 997,756 1,159,063

計 2,918,218 2,152,032 2,450,387 2,766,213 3,459,233 3,724,444 3,795,712 4,083,673 4,615,976 4,917,608
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６　職員数の推移

　普通会計における職員数

　職員数は年〄減尐しています。
※普通会計における職員数は各年度とも年度末の翌日の4月1日現在の職員数です。
また、公共下水道、ガス、水道の公営企業や国民健康保険などの特別会計に属する職員を除いてい
ます。そのため、下の全職員数とは異なっています。

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

教育公務員 157 156 158 158 158 153 155 155 152 155 

消防職員 197 198 198 198 201 205 207 208 199 200 

技労職員 204 192 176 170 156 149 136 127 119 115 

事務・技術職員 958 920 913 902 876 869 833 821 811 796 

計 1,516 1,466 1,445 1,428 1,391 1,376 1,331 1,311 1,281 1,266 
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７　類似団体との比較：職員数

　上記のグラフは、普通会計における職員数を比較したものです。

　習志野市は、他市と比較して、幼稚園（14園）・市立高等学校（1校)・保育所（13ヶ所）・こども園（1園）
等の公共施設を多く有しているため、教育公務員や施設関係の事務・技術職員数が多くなっていま
す。

※　類似団体は、人口規模と産業構造を基準として設定されているもので、千葉県内では市川市、
　松戸市、佐倉市、柏市、流山市、八千代市、浦安市の７市が類似団体になります。
　　ここでは、人口規模の近い佐倉市、流山市、八千代市、浦安市との比較をしています。

　佐倉市のように、消防・清掃を一部事務組合での広域業務で行っている市など、専任職員がいない
事例もあります。

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市

教育公務員 155 28 19 27 110

消防職員 200 0 173 210 167

技能労務職 115 35 124 86 86

事務・技術職員 796 843 620 880 928
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８　債務残高の推移

　◇20年度末 用途別債務残高の内訳

区　分 金額(千円) 主なもの 金額

普通会計地方債 36,952,382  新清掃工場 40億円

 道路・街路 75億円

 公園 7億円

 公営住宅 7億円

 小中学校 20億円

 減税補てん債 55億円

 臨時財政対策債 111億円

普通会計債務負担行為 10,231,333  共同福利施設建設 23億円

 道路・街路用地 15億円

 公共用地及び公共用代替用地 21億円

 ＪＲ津田沼駅南口周辺開発整備用地 26億円

 文化・スポーツ施設 13億円

下水会計地方債 34,008,214  下水道 340億円

計 81,191,929

　債務残高のピークは平成9年度で、1,063億円ありました。その後は、借入額を償還額以下に抑える
ように努めているため、減尐しています。

特例債
(他にも
あり)

り
あ

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

下水会計地方債 41,379,279 41,514,768 41,304,438 40,503,800 39,450,747 38,332,333 37,145,932 35,983,759 34,800,275 34,008,214

普通会計債務負担行為 22,904,754 22,961,692 22,431,946 21,368,341 18,742,243 15,920,818 14,816,536 13,177,958 11,559,533 10,231,333

通常の地方債 26,137,863 27,753,653 28,361,654 28,069,269 27,286,896 26,449,617 25,122,622 22,934,224 21,161,500 19,627,256

特例債 8,589,657 8,633,550 9,181,872 10,289,364 12,975,927 14,778,871 15,918,232 16,780,017 17,226,053 17,325,126 

計 99,011,553 100,863,663 101,279,910 100,230,774 98,455,813 95,481,639 93,003,322 88,875,958 84,747,361 81,191,929
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９　類似団体との比較：債務残高

　上のグラフは、債務残高を比較したものです。ここでは普通会計の数値ですので、公共下水道事業
や他の会計の債務は含んでおりません。

　本市の市債の残高は佐倉市、流山市とほぼ変わりません。債務負担行為残高の主なものは、秋
津、香澄地区にある緩衝緑地の償還や都市計画道路等の整備に伴う債務です。

あ

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市

普通会計債務負担行為 10,231,333 4,144,864 9,544,421 17,543,120 25,258,923

普通会計市債 36,952,382 35,607,809 37,199,397 48,926,522 25,903,585

ひとりあたり債務残高 297,644 226,381 295,051 354,982 321,401
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△ 700,000

△ 600,000

△ 500,000

△ 400,000

△ 300,000

△ 200,000

△ 100,000

0
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200,000

300,000

400,000

500,000

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000

70,000,000

80,000,000 円千円 類似団体との比較（普通会計債務残高）
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10　基金残高の推移

11　類似団体との比較：基金残高

　財政調整基金は、予期しない収入の減尐や支出の増加のための基金であり、残高の動向には常に
注視しておく必要があります。

　上のグラフは、基金残高を比較したものです。
　本市は、他市に比べて基金残高が尐ないと言えます。

　平成11年度以降、基金は減尐傾向にありましたが、その原因は、共同福利施設建設事業償還金
（約10億円）の財源となる都市施設整備基金が減尐したためです。平成17年度以降は横ばいとなって
います。

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

基金残高全体 8,061,957 6,214,012 5,018,484 4,994,431 4,729,178 4,480,969 4,355,452 4,643,992 5,133,638 5,103,093

都市施設整備基金 2,360,258 1,354,525 178,272 3,899 3,901 3,902 3,903 3,908 317,950 305,636

財政調整基金 2,170,514 2,034,583 2,053,050 2,168,850 2,009,032 1,679,700 1,619,110 1,903,883 1,675,732 1,391,503

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000千円 基金残高の推移

り
あ

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市

基金残高 5,103,093 10,477,615 6,937,583 1,295,889 23,992,145

基金全体のうち財政調整基金 1,391,503 3,140,363 3,769,678 620,232 13,393,545

ひとりあたり基金残高 32,191 59,667 43,791 6,921 150,718

△ 1,000,000

△ 900,000

△ 800,000

△ 700,000

△ 600,000

△ 500,000

△ 400,000

△ 300,000

△ 200,000

△ 100,000

0

100,000

200,000

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

円
千円 類似団体との比較（基金残高）
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12　経常収支比率の推移

　市においては、75％～80％が望ましいと言われており、習志野市では平成22年度決算までに85％
以下にする目標を掲げています。そのためにも一層の経常経費削減が必要です。

　経常収支比率は平成8年度、97.2％と過去最高になりましたが、行政改革を進めていく中で徐〄に
改善し、80％台後半を推移していました。しかしながら、19年度より物件費や扶助費の増加などにより
再び90％を超える状況となっています。

92.1
89.7 89.6

88.4
87.8

89.7

88.9 
89.9 

92.8 92.8 

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0％

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

経常的繰出金 8.3 9.0 9.1 9.1 9.2 10.2 10.2 10.3 10.2 11.5 

補助費等 3.1 3.3 3.1 3.1 3.1 3.1 3.0 2.8 3.0 3.0 

維持補修費 0.8 0.7 0.7 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 

物件費 19.9 18.9 18.0 18.0 18.9 18.2 17.9 20.8 21.5 22.3 

公債費 13.8 13.5 14.1 13.8 12.6 13.5 14.1 14.9 15.3 15.5 

扶助費 3.8 2.7 3.1 3.5 4.2 4.2 3.8 5.1 5.8 6.1 

人件費 42.4 41.6 41.5 40.3 39.3 40.0 39.4 35.5 36.5 33.9 

経常収支比率 92.1 89.7 89.6 88.4 87.8 89.7 88.9 89.9 92.8 92.8 

92.1
87.8 89.9 

92.8 

0.0
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110.0
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内訳は

適正範囲
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13　類似団体との比較：経常収支比率

　習志野市は4市と比較すると、人件費、物件費、経常的繰出金の割合が高くなっています。

　※それぞれの項目で比率を計算していますので、合計の経常収支比率とは合わない場合があります。

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市

経常的繰出金 11.5 9.0 10.4 7.8 3.1

経常的貸付金等 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

補助費等 3.0 14.8 4.5 6.0 4.8

維持補修費 0.5 1.4 1.8 0.8 2.2

物件費 22.3 17.6 16.4 18.7 28.7

公債費 15.5 14.6 15.5 17.3 11.7

扶助費 6.1 7.0 9.1 8.7 5.2

人件費 33.9 29.3 31.8 36.2 26.5

経常収支比率 92.8 93.8 89.3 95.5 82.2

92.8 93.8
89.3

95.5

82.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0
％
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14　施設の運営管理費・財源・利用状況（その１）

保　育　所

◇データ 保育所数 14 ヶ所
入所児童数（21年3月1日入所状況） 1,528 人
1保育所あたりの平均児童数 109 人
1児童あたり1年間にかかる経費 1,393,098 円

うち保育料 297,899 円
うち一般財源 958,948 円

幼 稚 園

◇データ 幼稚園数 14 園
児童数（20年5月1日現在） 1,176 人
1幼稚園あたりの平均児童数 84 人
1児童あたり1年間にかかる経費 484,134 円

うち保育料 105,160 円
うち一般財源 372,765 円

国庫補助金

1.2%
県補助金

1.0%

保育料

22.9%

諸収入

1.1%

一般財源

73.8%
職員人件費

56.1%

賃金

25.3%

運営費

11.2%

扶助費

0.9%
補助金等

6.7%

保育所管理運営費内訳

（事業費 2,128,653千円）

国庫補助金

0.0%

保育料

21.7%

諸収入

1.2%

一般財源

77.0%

職員人件費

71.4%

賃金

17.7%

運営費

11.0%

幼稚園管理運営費の内訳

（事業費 569,341千円）

運営費は、幼稚園の光熱水費や修繕

料等を計上しています。

運営費は、保育所の光熱水費、賄材料費や

修繕料等を計上しています。

扶助費は、市外の施設に通う乳幼児の

委託事業費を計上しています。

補助金等は、民間認可保育所に対する

内円：歳入

外円：歳出

内円：歳入

外円：歳出
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14　施設の運営管理費・財源・利用状況（その２）

こ　ど　も　園

◇データ こども園数 1 園
児童数 275 人
1園あたりの平均児童数 275 人
1児童あたり1年間にかかる経費 1,090,495 円

うち保育料 166,807 円
うち一般財源 881,425 円

小 学 校

◇データ 小学校数 16 校
児童数（20年5月1日学校基本調査） 9,241 人
1小学校あたりの平均児童数 578 人
1児童あたり1年間にかかる経費 61,262 円

うち一般財源 60,937 円

国庫補助金

0.7%
県補助金

0.7%

保育料

15.3% 諸収入

2.4%

一般財源

80.8%
職員人件費

54.6%

賃金

24.8%

運営費

20.6%

こども園管理運営費の内訳

（事業費 299,886千円）

国庫補助金

0.5%

一般財源

99.5%

職員人件費

10.8%

賃金

13.4%

運営費

73.9%

扶助費

1.9%

小学校管理運営費内訳

（事業費 566,126千円）

外円：歳出

内円：歳入

内円：歳入

外円：歳出

運営費は、こども園の光熱水費や

修繕料等を計上しています。

運営費は、小学校の光熱水費、修繕料等、

消耗品費などを計上しています。

扶助費は、要保護・準要保護児童などの

援助費を計上しています。
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14　施設の運営管理費・財源・利用状況（その３）

中 学 校

◇データ 中学校数 7 校
生徒数（20年5月1日学校基本調査） 3,855 人
1中学校あたりの平均生徒数 551 人
1生徒あたり1年間にかかる経費 75,107 円

うち一般財源 74,364 円

高等学校

◇データ 高等学校数 1 校
生徒数（20年5月1日学校基本調査） 1,115 人
1生徒あたり1年間にかかる経費 647,661 円

うち授業料等 103,967 円
うち一般財源 542,368 円

国庫補助金

1.0% 諸収入

0.0%

一般財源

99.0%

職員人件費

7.7%

賃金

8.4%

運営費

79.0%

扶助費

5.0%

中学校管理運営費の内訳

（事業費 289,537千円）

国庫補助金

0.0%

授業料等

16.1%
諸収入

0.2%

一般財源

83.7％

職員人件費

82.1%

賃金

4.4%

運営費

13.5%

扶助費

0.0%
高等学校管理運営費内訳

（事業費 722,142千円）

内円：歳入

外円：歳出

内円：歳入

外円：歳出

運営費は、中学校の光熱水費、修繕料等、

消耗品費などを計上しています。

扶助費は、要保護・準要保護生徒などの

援助費を計上しています。

運営費は、高等学校の光熱水費、修繕料や

部活動出場奨励費等を計上しています。

扶助費は、定時制生徒の給食扶助費を

計上しています。
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14　施設の運営管理費・財源・利用状況（その４）

放課後児童会

◇データ 児童会数 16 ヶ所
児童数（21年3月末） 631 人
1児童会あたりの平均児童数 39 人
1児童あたり1年間にかかる経費 255,455 円

うち児童育成料 68,929 円
うち一般財源 130,623 円

公 民 館

◇データ 公民館数 7 館
利用者数（20年度） 442,071 人
1公民館あたりの利用者数 63,153 人
1利用者あたりにかかる経費 594 円

うち一般財源 573 円

使用料

3.1%

諸収入

0.5%

一般財源

96.4%
職員人件費

58.5%

賃金

12.5%

運営費

28.9%

公民館管理運営費内訳

（事業費 262,785千円）

県補助金

21.5%

児童育成料

27.0%

諸収入

0.4%

一般財源

51.1%

職員人件費

14.4%

賃金

75.9%

運営費

9.7%

放課後児童会管理運営費内訳

（事業費 161,192千円）

内円：歳入

外円：歳出

内円：歳入

外円：歳出

運営費は、放課後児童会の光熱水費、

修繕料や通信費等を計上しています。

運営費は、７公民館の光熱水費、修繕料や

講座の運営に要する費用等を計上しています。
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14　施設の運営管理費・財源・利用状況（その５）

コミュニティセンター

◇データ コミュニティセンター数 2 館
利用者数（20年度） 122,313 人
1センターあたりの利用者数 61,157 人
1利用者あたりにかかる経費 382 円

うち一般財源 360 円

図 書 館

◇データ 図書館数 5 館
貸出冊数（20年度） 1,018,894 冊
1図書館あたりの貸出冊数 203,779 冊
1貸出冊あたりにかかる経費 290.4 円

うち一般財源 290.2 円

諸収入

0.1%

一般財源

99.9%

職員人件費

53.6%

賃金

17.9%

運営費

28.5%

図書館管理運営費

（事業費 295,874千円）

使用料

5.8%

一般財源

94.2%

職員人件費

16.2%

運営費

83.8%

コミュニティセンター管理運営費内訳

（事業費 46,746千円）

内円：歳入

内円：歳入

外円：歳出

外円：歳出

運営費は、谷津・東習志野の両ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰの

光熱水費、修繕料や指定管理料などの費用を

計上しています。

運営費は、５図書館の光熱水費、修繕料や

図書購入費等を計上しています。

－17－



14　施設の運営管理費・財源・利用状況（その６）

体育施設

◇データ 対象施設 10 施設
テニスコート 3 施設
体育館 2 施設
サッカー場 1 施設
野球場 1 施設
水泳プール 1 施設
パークゴルフ場 2 施設

利用人数（20年度） 450,230 人
1利用者あたりにかかる経費 454 円

うち使用料 92 円
うち一般財源 361 円

使用料

20.3%

諸収入

0.0%

一般財源

79.7%

運営費

100.0%

体育施設管理運営費内訳

（事業費 204,184千円）

内円：歳入

外円：歳出

運営費は、10体育施設の光熱水費、修繕料や

維持管理の委託料等を計上しています。
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